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【主査】 島⽥ 由⾹ ユニリーバ・ジャパンHD(株) 取締役⼈事総務本部⻑  ⽥宮 ⼀夫 (⼀社)⽇本テレワーク協会
上⽥ 彰⼦ ゴールドマン・サックス証券(株) 取締役社⻑室⻑兼⼈事部⻑ 鶴 光太郎 慶應義塾⼤学⼤学院商学研究科 教授
⼩林 祐児 (株)パーソル総合研究所 上席主任研究員 ⻑嶋 収⼀ 東京商⼯会議所中⼩企業部 副部⻑・IT活⽤推進担当課⻑
⽥澤 由利 (株)テレワークマネジメント 代表取締役 中島 康之 社会保険労務⼠法⼈NSR代表

タスクフォースの概要・構成員 (第1回 総務省資料p.3)

 新型コロナウイルス感染症の拡⼤への対応⽅策として多くの企業・団体がテレワークを実施した結果、テレワークは、
⼀部の企業・団体による特別な働き⽅から、多くの企業・団体による⽇常的な（当たり前の）働き⽅へと変化。

 他⽅、短期間でのテレワークの導⼊により、
マネジメントができない、コミュニケーションを取りにくい、⽣産性が低下するといった課題も表⾯化。

 このようなテレワークの位置付けの歴史的転換を踏まえ、新型コロナ感染症の先の時代を⾒据え、⽇本が⽬指す
べきテレワークの在り⽅を再整理し、その定着に向けて、国や企業が取り組むべき事項について幅広く検討。

背景・⽬的

1

① ⽬指すべき「⽇本型テレワーク」の在り⽅の再整理
② テレワークの導⼊・定着に向けたICTを活⽤した課題の解決⽅法

（課題例） 通信環境・セキュリティ / ⼈事評価・マネジメント / コミュニケーション / ⽣産性 / できない職種
③ 企業・団体の内発的取組を促すための仕組み（企業の価値向上につながる評価の仕組み等）
④ 既存施策の評価、当該評価を踏まえた2021年度の施策の実施⽅針・⽬標

（サポートNW、マネージャー相談 / テレワーク・デイズ、テレワーク⽉間 / サテライトオフィス整備⽀援）
⑤ その他テレワークに関する事項（総務省が⾃らテレワークの率先垂範となるための取組等）

検討事項

構成員
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【出典】 株式会社東京商⼯リサーチ「新型コロナウイルスに関するアンケート」調査（第2-6,8,10,14回）

貴社では在宅勤務・リモートワークが制度化されていますか︖（択⼀回答）

 新型コロナウイルス感染症の拡⼤に伴い、企業のテレワーク実施率は、
17.6％（令和2年3⽉2⽇-8⽇）から、56.4％（同年5⽉28⽇-6⽉9⽇/1回⽬の緊急事態宣⾔時）へ上昇し、
緊急事態宣⾔解除後に低下するものの、2回⽬の緊急事態宣⾔時（令和3年3⽉1⽇-8⽇）には38.4％へ再上昇。
（同じ期間、⼤企業︓33.7％ → 83.0％ → 69.2％、中⼩企業︓14.1％ → 51.2％ → 33.0％ と推移。）

 テレワークが制度化されている企業は、⼤企業で53.8％、中⼩企業で23.7％となる。

概要

企業のテレワーク実施率 (第1回 総務省資料p.7) 2

貴社では、「新型コロナウイルス」の感染拡⼤を防ぐため、在宅勤務・リモートワークを実施していますか︖（択⼀回答）

【出典】 株式会社東京商⼯リサーチ「新型コロナウイルスに関するアンケート」調査
（第14回）（令和3年3⽉18⽇）

⼤企業 中⼩企業
1,384社 7,913社

53.8%



3直近のテレワーク実施率 (第5回 ⻑嶋構成員紹介資料)

「中⼩企業のテレワーク実施状況に関する調査」 東京商⼯会議所 2021年6⽉16⽇ https://www.tokyo-cci.or.jp/file.jsp?id=1025070



テレワークの導⼊率の推移 (第2回 ⼩林構成員資料p.6) 4



5従業員のテレワーク継続希望率 (第2回 ⼩林構成員資料p.10)



6旧来の価値観がもたらす阻害要因 (第2回 鶴構成員資料p.32)



7テレワーク実施期間と⽣産性の関係 (第2回 鶴構成員資料p.13)



8テレワークが解消しうる社会問題 (第1回 ⽥澤構成員資料p.8)



9「成果÷時間」による⽣産性評価の重要性 (第1回 ⽥澤構成員資料p.36)



10旧来の⽇本型企業において⽣じやすい課題 (第2回 ⼩林構成員資料p.26)



11バーチャルオフィス等のイメージ (第1回 ⽥澤構成員資料p.27)



12ICTツールを徹底活⽤したテレワーク (第2回 鶴構成員資料p.9)



13情報が共有されていること⾃体を認知する重要性(第2回 ⼩林構成員資料p.30)



14「まだらテレワーク」のイメージ (第2回 ⼩林構成員資料p.13)



15ERPアプリ国内市場の中期予測 (第3回 ㈱テレワークマネジメント鵜澤様資料p.14)



16投資における⾮財務指標の重要度の⾼まり (第2回 上⽥構成員資料p.14)



17企業価値向上とテレワークの関係性 (第2回 上⽥構成員資料p.10)



18各省庁のテレワーク施策 (第3回 ⽥宮構成員資料p.3)



19テレワークマネージャー事業への改善提⾔ (第3回 鵜澤様資料p.7)



20在宅勤務⼿当の⽀給状況 (第1回 中島構成員資料p.50)



21介護者がテレワークで抱えている不安等 (第4回 ⼩林構成員補⾜資料)



22Work と Life のバランス (第3回 島⽥主査資料p.7)



23仕事における幸せの効果 (第3回 島⽥主査資料p.13)


